（一般の正社員用；期間の定めなし）
雇　用　契　約　書
	契約日
	【　　　】年【　】月【　】日

	会社
（使用者）
	事業場の名称・所在地：【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
使用者の職・氏名：【　　　　　　　　　　　　　　　　】

	従業員
（労働者）
	氏名：【　　　　　　　　　　　　】　　住所：【　　　　　　　　　　　　　　　　】

	契約期間
	期間の定めなし
雇用開始日：【　　　】年【　】月【　】日

	試用期間
	□ なし　　□ あり（雇用開始日から【　】か月間）
試用期間中の労働条件：□ 本契約と同じ　□ 異なる（【　　　　　　　】）
○試用期間中の取扱い及び本採用に関する事項は、就業規則による。

	就業の場所
	（雇入れ直後）【　　　　　　　　　　】
（変更の範囲）【会社の定める事業所】

	従事すべき
業務の内容
	（雇入れ直後）【　　　　　　　　　　】
（変更の範囲）【会社の定める業務】

	始業・終業の
時刻、休憩時間、
所定時間外労働
の有無
	１　始業・終業の時刻（当てはまる制度の□に、印を付ける）
□(1) 通常の勤務：始業【　：　】　終業【　：　】
□(2) 変形労働時間制（交替制を含む）：【　　】単位の変形労働時間制。勤務の組合せは、次のとおり。
始業【　：　】終業【　：　】（適用日【　　　】）
始業【　：　】終業【　：　】（適用日【　　　】）
□(3) フレックスタイム制：始業及び終業の時刻は、従業員が決める。
（コアタイム【　：　】～【　：　】、フレキシブルタイム 始業【　：　】～【　：　】、終業【　：　】～【　：　】）
□(4) 事業場外みなし労働時間制：始業【　：　】　終業【　：　】
□(5) 裁量労働制：始業【　：　】終業【　：　】を基本とし、従業員が決める。
２　休憩時間：【　　】分
３　所定時間外労働の有無：□ 有　　□ 無
○詳細は、就業規則第【　】条～第【　】条

	休　　日
	・定例日：毎週【　　】曜日、国民の祝日、その他（【　　　　　　　　】）
・非定例日：週・月当たり【　】日、その他（【　　　　　　　　】）
・1年単位の変形労働時間制の場合：年間【　　】日
・法定休日：【　　】曜日
○詳細は、就業規則第【　】条～第【　】条

	休　　暇
	１　年次有給休暇：6か月継続勤務した場合 → 【　　】日
継続勤務6か月以内の年次有給休暇：□ 有　□ 無
→ 【　】か月経過で【　　】日
時間単位年休：□ 有　□ 無
２　代替休暇：□ 有　□ 無
３　その他の休暇：有給（【　　　　　　　　　　】）、無給（【　　　　　　　　　　】）
○詳細は、就業規則第【　】条～第【　】条

	賃　　金
	１　基本賃金
イ　月給（【　　　　　】円）　ロ　日給（【　　　　　】円）　ハ　時間給（【　　　　　】円）
ニ　出来高給（基本単価【　　　】円、保障給【　　　】円）　ホ　その他（【　　　】円）
ヘ　就業規則に規定されている賃金等級等：【　　　　　　　　　　】
２　諸手当の額又は計算方法
イ　【　　　】手当（【　　　】円／計算方法：【　　　　　　　　】）
ロ　【　　　】手当（【　　　】円／計算方法：【　　　　　　　　】）
固定残業代：□ なし　□ あり（【　　】時間分の時間外労働の対価として【　　　　】円。これを超える時間外労働があるときは、その超過分の賃金を別途支給する。）
３　所定時間外、休日又は深夜労働に対して支払われる割増賃金率
イ　所定時間外：法定超 月60時間以内【25】％、月60時間超【50】％、所定超【　　】％
ロ　休日：法定休日【35】％、法定外休日【　　】％
ハ　深夜：【25】％
４　賃金締切日：【　　】－毎月【　　】日
５　賃金支払日：【　　】－毎月【　　】日
６　賃金の支払方法：【　　　　　　　　　　】
７　労使協定に基づく賃金支払時の控除：□ 無　□ 有（【　　　　　　　】）
８　昇給：□ 無　□ 有（時期、金額等【　　　　　　　　】）
９　賞与：□ 無　□ 有（時期、金額等【　　　　　　　　】）
10　退職金：□ 無　□ 有（時期、金額等【　　　　　　　　】）

	退職に関する
事項
	１　定年制：□ 有（【　　】歳）　□ 無
２　継続雇用制度：□ 有（【　　】歳まで）　□ 無
３　創業支援等措置：□ 有（【　　】歳まで、業務委託・社会貢献事業）　□ 無
４　自己都合退職の手続：退職する【　　】日以上前に届け出ること。
５　解雇の事由及び手続：【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
○詳細は、就業規則第【　】条～第【　】条

	その他
	・社会保険の加入状況：□ 厚生年金　□ 健康保険　□ その他（【　　　　】）
・雇用保険の適用：□ 有　□ 無
・中小企業退職金共済制度：□ 加入している　□ 加入していない
・企業年金制度：□ 有（制度名【　　　　　】）　□ 無
・秘密の保持：従業員は、業務上知り得た会社及び取引先の秘密を、在職中及び退職後も、正当な理由なく漏らしてはならない。
・兼業及び副業：□ 事前に会社へ届け出ることにより行うことができる　□ 認めない　□ その他（【　　　　　】）
・その他：【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

	署名・押印
	上記の条件で雇用契約を締結し、本書を2通作成して、会社及び従業員が各1通を保有する。
（会社）　【　　　　　　　　　　　　】　　印
（従業員）【　　　　　　　　　　　　】　　印


以上のほかは、当社の就業規則による。就業規則を確認できる場所や方法：【　　　　　　　　　　　　　　】
※本書は、労働条件を書面で明示するものを兼ねる。労使間の紛争を防ぐため、本書は保存しておくこと。
雇用契約書（一般の正社員用）ひな形　使い方と記入のポイント
このページ以降は、契約書には付けずに、削除してお使いください。
	項目
	内容

	版数
	v1.1（v1.0の条文形式を、枠で項目を埋める形式に変更）

	更新日
	2026年11月13日

	法令の確認日
	2026年11月13日（出典は、末尾の一覧を参照）

	対象
	期間の定めのない正社員。有期契約・パートタイムは、別のひな形を使ってください。


免責
このひな形は、一般的な内容の紹介であり、個別の事情に合わせた判断や法的な助言ではありません。実際に使う前に、ご自身の会社の就業規則や実態に合うかを確認してください。使用によって生じた損害について、責任を負えない場合があります。
使い方
1　黄色の【　】に、ご自身の会社の内容を入れます。□は、当てはまるものに印を付け、当てはまらない選択肢は消して構いません。
2　「○詳細は、就業規則第○条」の欄は、就業規則がある場合に、条文の番号を入れます。
3　2通を印刷し、会社と従業員がそれぞれ署名・押印して、1通ずつ保管します。
4　この形式は、厚生労働省が示している労働条件通知書の様式（一般労働者用）の項目の並びを参考にしています。書面の様式は決まっておらず、労働条件が書面で明示されていれば足ります。実際の運用に合わせて、項目を足したり減らしたりしてください。
法令で書面明示が必要な項目との対応
労働契約を結ぶとき、次の項目は書面で明示する必要があります。このひな形では、次の欄で対応しています。
	書面明示が必要な項目
	このひな形の欄
	確認のこと

	契約期間
	契約期間
	正社員は、期間の定めなし

	就業の場所と従事する業務（変更の範囲を含む）
	就業の場所、従事すべき業務の内容
	変更の範囲も、書く必要があります

	始業・終業の時刻、休憩、休日など
	始業・終業の時刻…、休日、休暇
	適用される制度を選びます

	賃金
	賃金
	昇給は、書面での明示の対象外です

	退職に関する事項（解雇の事由を含む）
	退職に関する事項
	定年、退職の手続、解雇の事由


このほか、退職手当、賞与、食費の負担、安全衛生、職業訓練、災害補償、表彰・制裁、休職は、定めがある場合に明示が必要です。
項目ごとのポイント（2つの視点）
	欄
	確認するところ
	働く人の立場では
	会社の立場では

	就業の場所・業務
	「変更の範囲」
	将来、どこまで異動がありうるかを、入社前に確認できます。
	限定がない場合は、すべての就業場所・業務を含める必要があります。

	同上
	記載の例
	例：東京本社で雇い入れ、変更の範囲が「東京本社、大阪支社及び名古屋支社」。
	例：旭川センターで雇い入れ、変更の範囲も旭川センターのみ（完全に限定する場合）。

	始業・終業
	適用される制度
	自分に適用される制度（通常の勤務、変形、フレックスなど）を確認します。
	適用する制度だけを残し、実際の運用と合わせます。

	賃金
	固定残業代
	含まれる時間数と金額、超過分の扱いが書かれているかを確認します。
	トラブルを防ぐため、時間数・金額・超過分の精算を明記しておきます。

	賃金
	割増賃金率
	時間外・休日・深夜の割増率が、法定以上かを確認します。
	法定の最低ラインを下回らない率を記入します（下の表を参照）。

	退職に関する事項
	定年、継続雇用
	定年の年齢と、定年後も働けるかを確認します。
	定年は60歳を下回れません。65歳未満の定年の場合は、雇用確保の措置が必要です。

	退職に関する事項
	退職の手続
	退職の届出が、何日前までかを確認します。
	日数は、就業規則と合わせます。法律上の扱いは、下の要確認を参照してください。

	その他
	兼業・副業
	兼業・副業を考えているときは、手続きを確認します。
	許可制・届出制・不可のどれにするかを、方針として決めておきます。


割増賃金率の法定の最低ライン
	場合
	割増率（法定の最低）

	法定労働時間を超える時間外労働（1か月60時間以内）
	25％以上

	1か月60時間を超える時間外労働
	50％以上

	法定休日の労働
	35％以上

	深夜（午後10時から午前5時）の労働
	25％以上

	時間外労働が深夜に及ぶ場合など、重なるとき
	率を足して計算します（例：月60時間超の時間外労働が深夜に及ぶと75％以上）


公開前・使用前に、確認してほしいこと（要確認）
・退職の届出の日数（退職に関する事項の4）：期間の定めのない契約では、民法上、申入れから一定期間で終了するのが原則とされています。就業規則でこれより長い予告期間を定める場合の扱いは、条文と最新の資料で確認してください。（この点は、今回、条文を開いて確認していません。）
・固定残業代（賃金の2）：有効とされる要件は、判例の考え方に左右されます。運用する前に、最新の資料で確認してください。（今回、確認していません。）
・年次有給休暇の付与日数（休暇の1）：法定の日数以上を記入します。日数は、条文または厚生労働省の資料で確認してから記入してください。（今回、日数そのものは確認していません。）
・割増賃金率と定年の内容は、厚生労働省の様式の記載要領（添付いただいた資料）で確認しました。公開する前に、最新の様式で、変更がないかを確認してください。
出典
・厚生労働省「労働条件通知書（一般労働者用；常用、有期雇用型）」の様式と記載要領（添付いただいた資料。本文を開いて確認）
・厚生労働省「2024年4月からの労働条件明示のルール変更　備えは大丈夫ですか？」（本文を開いて確認）　https://www.mhlw.go.jp/content/11200000/001298244.pdf
・厚生労働省「令和6年4月から労働条件明示のルールが改正されます」（本文を開いて確認）　https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_32105.html
 / 
